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序　　文

日本国政府は、タンザニア連合共和国政府の要請に基づき、同国のタンザム幹線道路改修計画

（キトンガ峡谷地区）に関する基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施し

ました。

当事業団は、平成 13 年 6 月 11 日から 7 月 17 日まで基本設計調査団を現地に派遣しました。

調査団は、タンザニア政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施し

ました。帰国後の国内作業の後、平成 13 年 9 月 24 日から 10 月 1 日まで実施された基本設計概要

書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 13 年 12 月

国　際　協　力　事　業　団

総　裁　　　　川　上　　隆　朗



伝　達　状

今般、タンザニア連合共和国におけるタンザム幹線道路改修計画（キトンガ峡谷地区）基本設計調

査が終了いたしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。

本調査は、貴事業団との契約に基づき弊社が、平成 13 年 6 月より平成 13 年 12 月までの約 7 ヵ

月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、タンザニアの現状を十分に踏まえ、

本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の策定に努め

てまいりました。

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。

　　平成 13 年 12 月

共同企業体

　　日本工営株式会社

　　日本技術開発株式会社

タンザニア連合共和国

タンザム幹線道路改修計画（キトンガ峡谷地区）基本設計調査団

業務主任　　藤沢　博
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写真 - 1

写真-1 写真-2

キトンガ峡谷手前の舗装（KP 438+500）
アリゲーター状のクラックが発生している

キトンガ峡谷の舗装（KP 442）

登り側車線では最大15cmの深さの
轍掘れが発生している

写真-3 写真-4

キトンガ峡谷（KP 442+400）
蛇籠による谷側補強部の一部に

崩壊の兆候が見られる

キトンガ峡谷（KP 442+800）

峡谷内で最も小さいカーブ（半径25m）

写真-5 写真-6

キトンガ峡谷（KP 444）

峡谷の全景。道路から谷底までの深さは100m
キトンガ峡谷の舗装（KP 446+500）

峡谷区間7.5kmはほぼ全線に亘って
轍掘れが発生している

全景
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写真 - 2

写真-7 写真-8

アスファルト舗装の試掘状況
平均厚は15cm

アスファルトの流動化
山側側溝の通水断面は閉塞されている

写真-9 写真-10

排水桝のグレーチング蓋の損傷
重貨物車輌の通過による蓋の損傷・損失が多い

山側側溝背面の雨水による沈下・浸食

写真-11 写真-12

横断函渠の堆砂状況
管径は600mm

TANROADSの発注によるポットホールの修復状況
維持管理実施体制は充分であることが伺える

損傷状況
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写真 - 3

写真-13 写真-14

大型貨物車輌の走行速度は
登り・下り坂とも8km/h前後である

轍掘れを避け反対車線を走行する
タンク・ローリー

写真-15 写真-16

追い越し時、轍掘れを避けて
側溝上を走る路線バス

山側側溝が歩行者道となっている
年に１回程度の人身事故が発生している

写真-17 写真-18

タイヤ交換のため、道路脇に非常停車する貨物車輌
（写真右側）

転落事故が多発しているカーブの
谷側に転落していた車輌

交通現況
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要　　約

タンザニア国（以下「タ」国）は、アフリカ大陸東部に位置し大陸部を占めるタンガニーカ

とその沖合に位置するザンジバル島、ペンバ島などの島々からなる連合共和国であり、東はイ

ンド洋に面し、北にケニア、南にマラウィおよびモザンビークなど 8 カ国と国境を接する。総

面積は 94.5 万平方キロメートル（日本の約 2.5 倍）、人口は現在 3,213 万人（1998 年、世銀統計）

であり、首都であるダルエスサラームには推定 250 万人が住む。大陸部の地形は、インド洋沿

いの海岸に沿って広がる平野を除き、平均高度 1200m の高原地帯で、北東部と南西部には高山

が点在している。気候は、海岸平野は熱帯湿潤気候で、年降水量は 750～1400mm と地域差があ

り、年平均気温は 27°C である。内陸の高原は熱帯サバンナ気候に属し、年降水量は 500mm 以

下で暑く乾燥しているのに対し、南西部の高地は温暖で適度な降雨がある。

「タ」国経済は GDP の約 50%、労働人口の 9 割、輸出額の 7 割を農業部門が占める典型的な

一次産品依存型の構造を持つ。1986 年の社会主義経済政策の放棄および市場指向型経済への転

換以降、世銀・IMF の支援を得て構造調整を進めている。1993 年度からは、政府の開発戦略指

針と中期財政計画の性格を併せ持つローリング・プラン（RPFB : The Rolling Plan and Forward

Budget for Tanzania）が国家開発計画として導入され、堅実な財政・経営運営を行っている。近

年一定の成果も見られてはいるが、依然として 1999 年の 1 人当たりの GNP は 240 ドルと低く、

対外債務残高は約 72 億ドル（1997 年）と深刻な状況にある。

「タ」国の道路等のインフラ部門は 1980 年代前半からの経済停滞による予算不足等により十

分な維持管理がなされず、道路の荒廃と未整備が経済活動の活性化を阻害する要因となってい

る。先のローリング・プランの中でインフラ部門の整備優先事項は以下のように設定されてい

る。

・特別幹線および地方道路の改修

・改修された幹線および地方道路の維持管理

・都市内交通機関および地方交通の改善

この重点項目を担当する公共事業省（MOW : Ministry of Works）は、世銀など国際機関や各国

ドナーの支援のもと 1991 年より 10 ヶ年計画で全国道路整備計画（IRP : Integrated Roads Project）

を策定し、その第１次計画（IRP-I : 1990～1995）では道路ネットワークの機能回復を目的とし

た「幹線道路の 80%の修復」、また第２次計画（IRP-II : 1996～2000）では、「農産物の消費地ま

での輸送道路改善」や「国内 8 幹線道路における 25 区間の改修」を整備目標として設定した。

要請道路区間である「キトンガ峡谷」が位置するタンザム幹線道路は、首都であるダルエス

サラームからタンザニア西部、およびザンビアを結ぶ総延長約 1,400km（内「タ」国内分は約

920 km）の国際幹線道路である。タンザム幹線道路は「タ」国の一大農耕地帯であるイリンガ

州やムベヤ州の農産物を都市部に運搬する輸送路として、また沿線住民への裨益効果、穀物・

換金作物の物流、および国際通過貨物等の観点から「タ」国で最も重要な路線と位置づけられ

ている。道路インフラの整備による農業の発展は経済成長の原動力としてだけではなく、貧困

層の大半を占める農民層の生活水準の向上を促すため、その整備はきわめて重要な課題となっ



ている。

要請道路区間はダルエスサラームの西方約 435 km の地点にある「キトンガ峡谷」を抜ける約

10km の区間で、急峻な縦断勾配と極小カーブが連続する山岳道路に位置する。この道路区間は

1973 年に舗装化されたが、その後の増加する重貨物車輌とその急斜面での低速登坂走行に伴い、

最大深さ 15cm に及ぶ重度の轍掘れが発生している。変状発生後も根本的な道路改修はなされず、

谷側路肩の浸食あるいは崩壊、視線誘導施設等の安全施設の未整備も重なり、交通は錯綜し事

故の多い難所として知れ渡っている。

タンザム幹線道路は、様々な援助国・機関により道路改修が実施されており、本プロジェク

ト区間も 1991 年に改修工事契約がなされたが、同時契約となった他工区の事業費増の影響を受

けて工事は中止された。その後 1993 年に実施された英国 ODA 資金によるフィージビリティ・

スタディおよび先の IRP-II においてキトンガ峡谷区間の道路損壊状況が甚だしいことが指摘さ

れ、優先整備プロジェクトとして位置づけられている。

このような背景のもと、「タ」国政府は、1997 年 10 月にキトンガ峡谷地区の道路改修の無償

資金協力を日本国政府に要請した。この要請に対して、2000 年 1 月に国際協力事業団（JICA）

による予備調査が実施され、要請の妥当性が確認されると同時に、施設規模の適正な見極めが

重要であることが指摘された。

この結果を受けて日本国政府は基本設計調査を行うことを決定し、JICA は基本設計調査団を

2001 年 6 月 10 日から同年 7 月 19 日まで「タ」国に現地調査を派遣し、国内解析を経て 2001

年 9 月 23 日から同年 11 月 3 日まで基本設計概要書（案）の現地説明のため、調査団を再度同

国に派遣した。

タンザニア国政府が日本国政府に要請した内容は、路面の改修に加え、山側への道路拡幅に

よるコンクリート舗装による登坂車線の新設、および安全施設の設置が含まれている。しかし、

現在の日交通量が 500 台以下と少なく、また峡谷区間の山側は切り立った硬岩が露出し迫って

いる箇所が殆どであり、道路拡幅に伴う岩掘削による建設コストの増大は、著しく投資効果の

低下を導くという理由から、本プロジェクトでは道路幅員の拡幅および登坂車線の採用は見送

られた。なお、舗装構造については、アスファルト舗装とした場合早期に現在と同様の轍掘れ

が発生することが予想されたことから、峡谷区間に対しては剛度の高いコンクリート舗装が採

用された。

これら検討を踏まえ本プロジェクトの施設規模は下記のように決定された。

既設道路の復旧 ：　 10.0 km

道路幅員 ：　 6.3～7.5m（現道幅員）

舗装 ：　 コンクリート舗装（峡谷区間）

アスファルト・オーバーレイ舗装（緩勾配区間）

道路構造物 ：　 逆 T 式擁壁

道路付帯施設 ：　 非常駐車帯（9 ヶ所）

　 視線誘導施設 ：　 転落防止擁壁、視線誘導柱、道路交通標識、区画線



本プロジェクトを無償資金協力にて実施した場合、概算事業費の総額は 7.62 億円（うち日本

側負担経費：7.59 億円、「タ」国側負担経費：0.03 億円）と見込まれる。なお「タ」国側の負担

事業の主なものは、仮設ヤードの借用、廃棄物投棄場所確保に伴う家屋移転費、環境配慮に対

する監視と必要な手続きにかかる費用である。

本プロジェクトの工期は詳細設計約 4 ヶ月、施工約 13 ヶ月程度が必要とされる。

本プロジェクトの実施により以下の裨益人口が見込まれる。

・　当該区間の直接影響圏 3 州（イリンガ州、ムベヤ州、ルブマ州）の人口約 4,863 千人

・　タンザム幹線道路により海（ダルエスサラーム港）に至る内陸国（ザンビア、マラウ

ィ、コンゴー民主共和国）の人口約 68,416 千人

本プロジェクト実施による直接効果は次の通りである。

　－　安全で円滑な交通の回復

路面変状の復旧によりキトンガ峡谷内における車両の錯綜が解消され、車輌同士の衝突・

転落、人身事故等の危険回避により、安全で円滑な道路交通機能が回復される。

　－　交通の安全性の向上

下記の施設整備により交通の安全性の向上が期待される。

・ 非常駐車帯の設置による故障・整備不良車輌の安全な退避

・　夜間の視認も可能な視線誘導施設（視線誘導柱、区画線）の設置による安全な走行

・　山側側溝の補修、舗装の打換えによる歩行者の人身事故の解消

・　道路交通標識の設置による運転者への危険告知による事故回避

・　峡谷区間の速度制限及び追い越しの規制による車の錯綜、走行速度超過の回避

　－　舗装の耐久性向上および維持管理費用の削減

舗装を剛性・耐久性の高いコンクリートで舗設することにより、轍掘れ発生の心配はなく

なり、長期間路面を良好な状態に維持することが可能となる。アスファルト舗装で打換え

た場合舗設後１～２年で路面に変状が発生すると予想されることから、コンクリート舗装

の採用により維持管理費用が大幅に削減される。

本プロジェクト実施による間接効果は次の通りである。

　－　経済の活性化

キトンガ峡谷の西側に位置し農産業生産が豊かなイリンガ州、ムベヤ州、ルブマ州にとっ

て、一大消費地であり輸出港であるダルエスサラームに通じる唯一の信頼できるアクセス

を確保することにより、沿線の農業開発、換金作物生産を促進するとともに、農産物流通

の拡大を導く。また荷痛みの減少による農業生産品の価格保持が可能となる。

　－　安全な輸送路の確保

タンザム幹線道路は、「タ」国内では最重要幹線道路と位置づけられ、またザンビア、マラ

ウィ、コンゴー民主共和国等の南部アフリカ内陸国にとってはダルエスサラーム港に至る



生命線とも云える国際幹線道路であり、周辺諸国が内戦や経済の悪化に伴い治安状況がま

すます悪くなる中で、唯一「タ」国が安定していることからもその重要性はさらに高くな

っている。路肩の崩壊や路面の不具合による事故により峡谷区間の道路が通行不能となれ

ば、国家経済や近隣諸国が受ける影響は極めて深刻なものと懸念されるが、本プロジェク

トの実施により安全な輸送路の確保が可能となる。

　－　車輌走行コストの削減

車輌の損傷にかかる走行コストが削減される。

本プロジェクト実施にあたっての「タ」国側の負担事項は、仮設ヤードの取得および道路廃

棄物の捨て場であり、過去の無償資金協力案件の実績や予算規模に照らして、実施体制と同様

に問題はない。建設後に要する維持管理・補修の費用についても、現況よりも軽減される方向

にあり、また「タ」国政府の維持管理体制にも問題はない。
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